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精神科病院の法律による⼊院形態
任意⼊院 （法第20条）

⼊院を必要とする精神障害者で、本⼈の同意がある者。

精神保健指定医の診察は不要

措置⼊院  （法第29条）
⼊院させなければ⾃傷他害のおそれのある精神障害者

精神保健指定医２名の診断の結果が⼀致した場合に都道府県知事が措置

医療保護⼊院（法第33条）
⼊院を必要とする精神障害者で、⾃傷他害のおそれはないが、

任意⼊院を⾏う状態にない者

精神保健指定医の診察及び家族等のうちいずれかの者の同意が必要

応急⼊院 （法第33条の7）
⼊院を必要とする精神障害者で、任意⼊院を⾏う状態になく、

急速を要し、家族等の同意が得られない者

精神保健指定医の診察が必要、⼊院期間は72時間以内
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五稜会病院（令和4年度）
⼊院者（738⼈）の8割
急性期病棟⼊院者の65％は任意⼊院
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措置⼊院とは

 措置診察の開始まで
22条から26条の3までの規定によって、都道府県知事に通報等があること（27条1項）
22条（⼀般⼈の書⾯）23条（警察官）24条（検察官）25条（保護観察所⻑）26条（矯正施設⻑）

 措置診察
指定医2名以上の診察の結果が「精神障害者であり、 かつ
医療及び保護のために⼊院させなければその精神障害のために

⾃⾝を傷つけ⼜は他⼈に害を及ぼすおそれがあると認める」ことで⼀致（29条2項）

 措置⼊院の費⽤
 医療法上の療養担当規則（診療報酬制度）によって定まる（29条の6）
 全額が公費負担医療である（30条1項）

 退院後⽀援
平成28年の相模原障害者施設殺傷事件を契機に、「退院後⽀援に関するガイドライン」が策定



明治時代 相⾺事件明治時代 相⾺事件

昭和39年
ライシャワー事件

平成28年7⽉
相模原障害者施設殺傷事件
平成28年7⽉
相模原障害者施設殺傷事件

措置⼊院の検討措置⼊院の検討
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平成30年3⽉27⽇発出 厚⽣労働省社会・援護局障害保健福祉部⻑
措置入院に関しての２つのガイドライン

 措置⼊院の運⽤に関するガイドライン
 地⽅公共団体による精神障害者の退院後⽀援に関するガイドライン
 措置⼊院の運⽤に関するガイドライン
 地⽅公共団体による精神障害者の退院後⽀援に関するガイドライン
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調査により診察の必要がないと認めた者／申請通報届出件数
全国平均 58.7% 北海道 93.2％
静岡県 81.8％ 東京都 65.8% 島根県 34.9％

調査により診察の必要がないと認めた者／申請通報届出件数
全国平均 58.7% 北海道 93.2％
静岡県 81.8％ 東京都 65.8% 島根県 34.9％

都道府県による措置⼊院のバラツキ都道府県による措置⼊院のバラツキ

厚労省：相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム
（平成28年12月8日最終報告）

厚労科研

措置入院患者の退院後における地域包括支援のあり方に関する研究（平成28年10月～）
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令和２年度（2020年度）衛⽣⾏政報告例

中島公博は構成員でした



 五稜会病院での措置⼊院症例
 令和3年 3⼈
 令和4年 2⼈
 令和5年7⽉まで

3⼈＋緊急措置1⼈
措置ﾍﾞｯﾄﾞ（指定病床） 10床
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改正精神保健福祉法（令和6年4⽉から）
地⽅公共団体による精神障害者の退院後⽀援に関する
ガイドライン
「退院後の⽣活環境に関する相談⽀援を⾏う担当者」



Ａ311 精神科救急急性期医療⼊院料 施設基準（通知）
https://www.shinryo‐hoshu.com/a311‐2022/https://www.shinryo‐hoshu.com/a311‐2022/ 令和4年4月令和4年4月

精神科の⼊院は、任意⼊院が基本である。精神科救急急性期医療⼊院料
の施設基準に、6割以上が⾮⾃発⼊院とあるのはどうなのか
都道府県・政令指定都市における措置⼊院者数は⼤きな偏りがある

精神科の⼊院は、任意⼊院が基本である。精神科救急急性期医療⼊院料
の施設基準に、6割以上が⾮⾃発⼊院とあるのはどうなのか
都道府県・政令指定都市における措置⼊院者数は⼤きな偏りがある

地域によっては施設基準をとれないところもある。不公平ではないのか地域によっては施設基準をとれないところもある。不公平ではないのか





まとめ

措置⼊院費⽤は、全額が公費負担
平成28年の相模原障害者施設殺傷事件を契機に

「退院後⽀援に関するガイドライン」が策定された
令和6年4⽉、措置⼊院者にも退院後⽣活環境相談員を選任する（義務化）
都道府県、政令指定都市による措置⼊院のバラツキがある
救急急性期医療⼊院料の施設基準に措置⼊院の要件が⼊っている
指定医レポートの要件に、1例以上の措置症例が必要

 措置⼊院は、⼊院させなければ⾃傷他害のおそれのある精神障害者が対象
 精神保健指定医2名の診断の結果が⼀致した場合に都道府県知事が措置
 措置⼊院は、⼊院させなければ⾃傷他害のおそれのある精神障害者が対象
 精神保健指定医2名の診断の結果が⼀致した場合に都道府県知事が措置
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国
厚労省へ

救急急性期医療⼊院料の施設基準から措置⼊院を外すこと
指定医レポートの要件から措置症例を削除すること

国・厚労省への要望


